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総合評価方式実施要綱 

平成 29 年３月 29 日 

公社要綱第３号 
 

改正 令和 ２年 ６月１５日  公社要綱第１３号（い）   令和 ４年 ４月 27 日 公社要綱第  ９号（ろ）  

 

 （目的） 

第１条 この要綱は、東京都住宅供給公社（以下「公社」という。）が発注する案件のうち、

価格のみによる競争では業務品質の低下を招くおそれがあるものについて、東京都住宅

供給公社契約規程（平成元年公社規程第 19 号。以下「契約規程」という。）第 31 条の２

第２項に基づき、総合評価方式により契約相手方を決定するための必要事項を定めるこ

とを目的とするものである。 

 （定義） 

第２条 この要綱において、総合評価方式とは、一定の条件を満たす事業者を公募し、又

は指名し、参加事業者から提出を受けた見積書及び見積価格以外の要素（業務実績等及

び企業の信頼性・社会性（以下「業務実績等」という。）に関する書類（以下「見積書等」

という。））について審査及び評価を行い、当該案件の履行に最も適した者を契約相手方

として決定する方式をいう。 

（実施方法） 

第３条 総合評価方式の実施方法は、次の各号に掲げるとおりとする。 

 一 公募型 

    参加事業者を公募し、申込みをした事業者のうち参加資格要件等に適合する者か

ら契約相手方を決定する方法 

 二 指名型 

    公社が参加資格要件等を満たす事業者を指名し、参加を表明した事業者から契約

相手方を決定する方法 

 （対象業務） 

第４条 総合評価方式の対象となる案件は、業務内容の専門性又は個別性が高く、一定以

上の業務品質や成果を確保するために、価格競争に加えて、過去の実績及び配置予定責

任者の従事年数、資格保有者等を勘案することが必要である委託業務であり、第６条に

定める事前協議により認められたものとする。 

 （参加資格要件） 

第５条 総合評価方式に参加申込みができる事業者は、次の各号に掲げる資格要件を満た

すものとする。 

 一 対象案件ごとに指定した業種について、公社の競争入札参加資格登録をしているこ

と。 

 二 契約規程第５条又は第６条の規定に該当していないこと。 

 三 東京都住宅供給公社暴力団等排除措置要綱（平成 24 年公社要綱第１号）の排除措置
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対象者に該当していないこと。 

 四 参加希望申請を行う時点で、東京都住宅供給公社競争入札参加登録業者指名停止等

取扱要綱（平成 25 年公社要綱第８号）に基づく指名停止の措置を受けていないこと。 

 五 参加希望申請を行う時点で、東京都において指名の制限（指名停止を含む。）、競争

入札参加禁止の措置又は排除措置を受けていないこと。 

 六 前各号に掲げるもののほか、対象案件ごとに公表する資格要件を満たしていること。 

２ 前条に定める対象業務における特殊性などを考慮し、公社への競争入札参加資格の有

無にかかわらず広く提案を求める必要がある場合には、前項第１号の規定は適用しない。 

（事前協議） 

第６条 対象案件を主管する課（以下「主管課」という。）は、総合評価方式により契約相

手方を決定しようとする場合、第３条及び第４条に規定する実施方法、対象業務につい

て、事前に契約課に協議しなければならない。 

 （実施要領） 

第７条 主管課は、総合評価方式の実施に当たり、対象案件ごとに実施要領を作成する。 

２ 前項に規定する実施要領の内容は、次の各号に掲げるものとする。  

 一 案件名 

 二 目的 

 三 業務概要（業務内容、履行場所、契約期間、予定価格等） 

 四 実施方法（公募型又は指名型） 

 五 参加事業者に求められる条件、資格等 

 六 業務実績等に関する評価項目及び配点 

 七 スケジュール（参加申込期間、指名日、見積書等の提出期限、結果通知等） 

 八 見積書等に関する事項（書式、記入上の必要事項、提出方法、提出部数等） 

 九 提出された見積書等の取扱い 

 十 その他必要と認められる事項 

２ 主管課は、実施要領の作成について必要な場合は、契約課に助言を求めることができ

る。 

 （業務実績等に関する評価項目） 

第８条 主管課は、契約課と協議の上、別表１に掲げる項目のうち、対象案件ごとに参加

事業者に必要な資格等を勘案し、業務実績等に関する評価項目、評価基準及び配点を設

定する。 

２ 第１項に規定する評価項目のうち、業務実績等に関する選択項目は、別表１に掲げる

必須項目のほか、２項目のうち１項目を設定する。 

 （公告） 

第９条 契約課は、公募型の総合評価方式を実施する場合、第７条に規定する実施要領を

付し、別に定める書式により当該案件の公告についてホームページ運営所管課に依頼す

る。（い） 

２ ホームページ運営所管課は、前項の規定により公告の依頼があったときは、公募型の
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総合評価方式の実施について公告する。（い） 

３ 公募型の総合評価方式の公告期間は、原則として公告を開始した日から 10 営業日（１

年のうち国民の祝日に関する法律（昭和 23 年法律第 178 号）に定める休日、12 月 29 日

から同月 31 日までの期間、１月２日、同月３日、日曜日及び土曜日を除く日。以下同

じ。）以上とする。ただし、緊急その他の理由によりやむを得ない場合は、公告期間を公

告開始の日から５営業日まで短縮することができる。  

 （参加申込） 

第 10 条 契約課は、前条に規定する公告後、指定された申込期限までの間、公募型の総合

評価方式に参加を希望する事業者から参加申込書（様式第１号）を受け付ける。 

２ 第５条第２項の規定に基づく参加資格要件により公社に競争入札参加資格登録をして

いない事業者からの申込みを受け付ける場合は、必要に応じて前項に規定する申込書と

併せて次の各号に掲げる書類の提出を求めることができる。 

 一 履歴事項全部証明書（登記簿謄本の写し）   

    発行後３か月以内のもの（法人の場合に限る。） 

 二 履歴事項全部証明書（商号登記簿謄本の写し）   

    発行後３か月以内のもの（個人で商号を用いる場合に限る。） 

 三 身分証明書 

    本籍地の区市町村長が発行するもので、発行後３か月以内のもの（個人で商号を

用いないで営業している場合に限る。） 

 四 財務諸表 

     貸借対照表及び損益計算書（直前決算のものに限る。） 

３ 前項第４号に規定する貸借対照表及び損益計算書は、有価証券報告書に代えることが

できる。 

４ 契約課は、前項の規定により参加申込をする事業者がなかった場合は、当該案件につ

いて不調として処理する。 

 （参加事業者の指名） 

第 11 条 契約課は、公募型の総合評価方式を実施する場合、前条の規定により参加申込を

した事業者のうち、当該案件の参加者に求められる条件、資格等を満たす者を総合評価

方式の参加事業者として指名し、通知を行う。 

２ 契約課は、指名型の総合評価方式を実施する場合、当該案件の参加者に求められる条

件、資格等を満たす者を総合評価方式の参加事業者として指名し、通知を行う。 

３ 前２項に規定する通知は、業務仕様書及びその他関係書類を付して、指名通知書（様

式第２号）により行う。  

４ 契約課は、前条の規定により参加申込をした事業者のうち、当該案件の参加者に求め

られる条件、資格等を満たさない者に対して、参加不承認通知書（様式第３号）により

通知を行う。  

５ 契約課は、公募型の総合評価方式を実施する場合、指名する参加事業者がなかった場

合、当該案件について不調として処理する。 
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 （質問回答） 

第 12 条 契約課は、総合評価方式を実施するに当たり、前条の規定により参加事業者とし

て指名した者に対し、見積書等の作成及び提出に伴う質問回答の機会を設ける。 

２ 主管課は、参加事業者からの質問事項に対する回答を作成し、契約課に提出する。 

３ 参加事業者からの質問事項に対する回答は、原則として全ての参加事業者に対して書

面により行う。ただし、質問に対する回答が、参加事業者に配布した資料等に記載して

いる内容である場合は、質問者のみに対して行う。 

 （説明会） 

第 13 条 契約課は、前条に規定する質問回答に代えて、見積書等の提出に必要な内容等を

周知するための説明会を開催することができる。 

２ 前項に規定する説明会の実施に当たっては、第 11 条の規定により参加事業者として

指名した全ての者に対し、説明会開催の通知を行う。 

 （見積書等の提出） 

第 14 条 契約課は、指定された期限までの間、第 11 条の規定により参加事業者として指

名された者が作成した見積書等の提出を受け付ける。 

２ 見積書等の作成期間は、原則として指名日の翌日から起算して 10 営業日以上とする。

また、第 12 条第３項に規定する質問事項に対する回答を通知した日の翌日から見積書

等の提出期限まで２営業日以上を確保する。 

３ 契約課は、第 11 条の規定により参加事業者として指名された者が見積書等の提出を

辞退する場合、第１項に規定する指定された期限までの間、当該事業者からの参加辞退

届（様式第４号）を受け付ける。 

４ 契約課は、前項の規定により、見積書等を提出する参加事業者がなかった場合、当該

案件について不調として処理する。 

 （契約相手方の決定等） 

第 15 条 契約課は、前条の規定により参加事業者から提出された見積書等に基づき、価格

点及び業務実績等に関する評価点をそれぞれ算定する。 

２ 前項に規定する価格点の算定式は、原則として、次のとおりとする。  

  価格点＝（１－見積価格／予定価格）×配点（小数点以下第２位切り捨て）  

３ 前項に規定する価格点の算定に当たり、予定価格を事前に公表した案件については、

見積金額が予定価格を超える場合は失格とする。 

４ 契約課は、見積書等を提出した参加事業者のうち、前項に規定により失格となった者

を除き、価格点及び評価点の合計（以下「合計点」という。）が最も高い者を契約相手方

として決定する。 

５ 前項の規定による契約相手方の決定に当たり、合計点が最も高い者の見積金額が予定

価格の 7/10 未満である場合は、事前に当該見積金額による業務の適正な履行について

調査を行う。 

６ 前項の規定による調査の結果、当該見積金額では業務の適正に履行されないおそれが

あると公社が認めたときは、その者を契約相手方として決定せず、合計点が次に高い者
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を契約相手方として決定する。なお、その者の見積金額が予定価格の 7/10 未満である場

合は、前項の規定を準用する。 

７ 第４項又は前項の規定による契約相手方の決定に当たり、合計点が同点の者が２者以

上あるときは、当該事業者によるくじ引で契約相手方を決定する。  

８ 第４項、第６項及び前項の規定に関わらず、契約相手方として決定した事業者（見積

書等を提出した参加事業者が１社の場合を含む。）の合計点が満点の 1/2 未満であり、主

管課との協議により当該案件の履行に適した参加事業者ではないと判断した場合、当該

案件について不調として処理することができる。 

９ 第１項の規定により決定した契約相手方との契約手続は、契約課で行う。  

 （結果の通知） 

第 16 条 契約課は、総合評価方式に参加した全ての事業者に対し、当該事業者の審査結果

について審査結果通知書（様式第５号）により通知を行う。 

 （選定結果の公表） 

第 17 条 契約課は、公募型の総合評価方式を実施した場合、第 15 条第４項の規定による

契約相手方の決定、又は同条第８項の規定による不調が確定した後、別に定める書式に

より、当該案件の審査結果の公表についてホームページ運営所管課に依頼する。（い） 

２ ホームページ運営所管課は、前項の規定により審査結果に係る公表の依頼があったと

きは、審査結果を公表する。（い） 

３ 審査結果の公表期間は、原則として公表を開始した日から 10 営業日以上とする。 

 （契約相手方とはならなかった事業者への説明） 

第 18 条 契約課は、第 16 条の規定による結果の通知を行った際、契約相手方とはならな

かった事業者からその理由について説明を求められたときは、速やかにこれに応じる。 

（提出書類等の取扱い） 

第 19 条 主管課は、第 15 条の規定による契約相手方の決定後、全ての参加事業者から提

出を受けた見積書等について、当該案件に係る一連の文書とともに保管する。  

（雑則） 

第 20 条 この要綱の施行について必要な事項は、契約課と主管課が協議の上、別に定め

る。 

附 則 

 この要綱は、平成 29 年 4 月 1 日から施行する。  

   附 則（い）  

 この要綱は、令和２年７月１日から施行し、改正後の総合評価方式実施要綱の規定は、

令和２年４月１日から適用する。  

附 則（ろ）  

 この要綱は、令和４年５月１日から施行し、改正後の総合評価方式実施要綱の規定は、

令和４年４月１日から適用する。  
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別表１（第８条関係）  

評価項目 
配

点 
評価基準 

得

点 
評価方法 

選

定 

価
格 

見積価格 
5
0 

見積価格の妥当性 

算

定

式

に

よ

る 

（１－見積価格／予定価格） 

×価格点の満

点 

※取扱いの詳細は、第 15 条参

照 

必
須 

業 

務 

実 

績 

等 

同 種 業 務

の実績 

(過去５年間 ) 

※2 

2
0 

公社又は東京都その他公共

機関  発注の同種業務案件

（以下「官公庁発注案件」と

いう。）の実績が３件以上 

2
0 

契約書の表紙（記名押印あり） 

及び委託内容の記載がある部

分 

の写し 

必
須 

官公庁発注案件の実績が２

件以上 
1
4 

民間発注の同種業務案件（以

下「民間発注案件」という。）

の実績が３件以上 

民間発注案件の実績が２件

以上 
7 

上記のいずれにも該当せず 0 

配 置 予 定

業 務 責 任

者 の 同 種

業 務 の 実

績 

(過去５年間 ) 

※2 

1
0 

業務責任者として、官公庁発

注案件の実績が３件以上 
1
0 

経歴書 
必
須 

業務責任者として、官公庁発

注案件の実績が２件以上 
6 

業務責任者として、民間発注

案件の実績が３件以上 

業務責任者として、民間発注

案件の実績が２件以上 
3 

上記のいずれにも該当せず 0 

配 置 予 定

業 務 責 任

者 の 従 事

年数 

※2 

1
0 

同種業務の従事年数 10 年以

上 

1
0 

経歴書 
○
※1 

同種業務の従事年数５年以

上 

10 年未満 

6 

同種業務の従事年数３年以

上 

５年未満 
3 

上記のいずれにも該当せず 0 

有資格者

の配置 

※2 

1
0 

公社が指定する資格を保有

する者を４名以上配置 

1
0 

資格者証の写し 
○
※1 

公社が指定する資格を保有

する者を３名配置 
6 

公社が指定する資格を保有

する者を２名配置 
3 

上記のいずれにも該当せず 0 
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評価項目 
配

点 
評価基準 

得

点 
評価方法 

選

定 

企

業

の

信

頼

性 

・ 

社

会

性 

財務状況 

1 
法人事業税等を納税済 1 法人事業税、法人住民税並び

に消費税及び地方消費税の納

税証明書の写し 

必
須 

上記に該当せず 0 

2 

流動比率 (流動資産 /流動負

債) 

が 100％以上 
2 

直近事業年度の貸借対照

表 
 

流動比率が 80％以上 1 

上記に該当せず 0 

2 

自己資本比率（自己資本 /総

資本    （＝負債＋純資

産）が 60％以上 
2 

自己資本比率が 40％以上 1 

上記に該当せず 0 

業務品質 1 

ＩＳＯ9001（品質マネジメン

ト 

システム）認証 

1 
認定書の写し 

必
須 

上記に該当せず 0 

雇 用 ・ 就

業 

 
1 

法定雇用率を満たす率で障

害者を雇用 
1 

・従業員 50 名以上の事業者 

 ⇒障害者の雇用の促進等に

関する法律（昭和 35 年法

律第 123 

号）第 43 条第 7 項に基づ

く最 

新の「障害者雇用状況報

告書」 

・従業員 50 名未満の事業者 

 ⇒障害のある従業員（見積

書等の提出時に雇用され

ている者）に係る直近１

年分の賃金台帳及び障害

者手帳の写し 

必
須 

上記に該当せず 0 

1 

女性活躍推進法に基づく認

定 
1 

認定書の写し 
必
須 

上記に該当せず 0 

環境配慮 1 

ＩＳＯ 14001（環境）認証 

1 
認定書の写し 

必
須 

エコアクション 21 認証 

（相互認証するものを含む） 

ＫＥＳ認証 

（相互認証するものを含む） 

エコステージ認証 

とうきょう森づくり貢献認

証 

上記のいずれにも該当せず 0 

個 人 情 報

保護対策 
1 

プライバシーマーク 
1 

認定書の写し 
必
須 

ＩＳＯ27001 

（情報セキュリティ）認証 

上記に該当せず 0 

不 適 切 な
業務実績 0 公社発注案件で指名停止措 -5 公社指名停止等業者一覧 必
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(過去５年間 ) 置の実績あり 須 

上記に該当せず 0 

※1  ２項目のうち１項目を選択し、評価項目として設定する。 

 

※2  評価基準に規定されている実績件数、従事年数及び有資格者数については、変更するこ
とができる。  
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様式第１号（第 10 条関係）（ろ）  

○年○月○日  

 

 東京都住宅供給公社 理事長  殿  

 

 

所在地  

商号又は名称  

代表者役職・氏名                    

 

 

参 加 申 込 書  

 

 

以下の案件について、総合評価方式（公募型）への参加を申込みます。  

 

 

１ 件  名                                   

 

２ 担 当 者  所 属；                             

 

        氏 名；                             

 

３ 連 絡 先  電 話；                             

 

        F a x；                             

 

        E-Mail；                             

 

 

※代表者氏名欄に記名のうえ、登録印を省略する場合には以下を記載する。  

（本書類を発行することができる権限を有する者）  

役職：              氏名：              電話番号：          

（事務担当者）  

所属：          役職：         氏名：      電話番号：       

 

年 月 日

確認者＜公社使用欄＞
押印省略時の本人確認日、確

認方法及び確認者

□対面 　□電話　 □その他
　　　                 （            )
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様式第２号（第 11 条関係）（ろ）  

文 書 番 号 

○年○月○日  

 

 商号又は名称  

  代表者役職・氏名       殿  

 

 

東京都住宅供給公社  

 理事長  ○ ○ ○ ○  

（公印省略）  

 

指 名 通 知 書  

 

 

貴社から参加申込がありました以下の案件について、総合評価方式実施要綱第 11 条第

３項の規定により、貴社を総合評価方式への参加事業者として指名したことを通知します。 

 

 

 

１ 件  名                                   

 

 

 

２ 実施方法  公募型 ・ 指名型  

 

 

 

３ 実施要領  別添のとおり  

 

 

 

４ 担 当 者   ○○○○部○○○○課○○○○係 ××××（内線○○－○○○）   
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様式第３号（第 11 条関係）（ろ）  

文 書 番 号 

○年○月○日  

 

 商号又は名称  

  代表者役職・氏名       殿  

 

 

東京都住宅供給公社  

 理事長  ○ ○ ○ ○  

（公印省略）  

 

参 加 不 承 認 通 知 書  

 

 

貴社から参加申込がありました以下の案件について、貴社を総合評価方式への参加事業

者として承認できませんので、総合評価方式実施要綱第 11 条第４項の規定により通知し

ます。  

 

 

 

１ 件 名                                   

 

 

２ 実 施 方 法  公募型 ・ 指名型  

 

 

３ 不承認理由                                   

                                          

                                          

                                          

                                          

 

 

４ 担 当 者  ○○○○部○○○○課○○○○係 ××××（内線○○－○○○）   
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様式第４号（第 14 条関係）（ろ）  

○年○月○日  

 

 東京都住宅供給公社 理事長  殿  

 

 

所在地  

商号又は名称  

代表者役職・氏名                    

 

 

参 加 辞 退 届  

 

 

以下の案件について、総合評価方式への参加を辞退します。  

 

 

１ 件  名                                   

 

２ 理  由                                   

                                         

                                         

                                         

                                         

                                         

                                         

 

※代表者氏名欄に記名のうえ、登録印を省略する場合には以下を記載する。  

（本書類を発行することができる権限を有する者）  

役職：              氏名：              電話番号：          

（事務担当者）  

所属：          役職：         氏名：      電話番号：       

 

年 月 日

確認者＜公社使用欄＞
押印省略時の本人確認日、確

認方法及び確認者

□対面 　□電話　 □その他
　　　                 （            )
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様式第５号（第 16 条関係）（ろ）  

文 書 番 号 

○年○月○日  

 

 商号又は名称  

  代表者役職・氏名       殿  

 

 

東京都住宅供給公社  

 理事長  ○ ○ ○ ○  

（公印省略）  

 

審 査 結 果 通 知 書  

 

 

貴社から提出がありました以下の案件に係る見積書及び業務実績等に関する書類の審

査結果について、総合評価方式実施要綱第 16 条の規定により、通知します。  

 

 

 

１ 件  名                                   

 

２ 実施方法  公募型 ・ 指名型  

 

３ 審査結果  ・契約相手方として決定しました。  

 

        ・契約相手方とはなりませんでした。  

          

 

４ 担 当 者   ○○○○部○○○○課○○○○係 ××××（内線○○－○○○）  

 


